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液状化に伴う地盤の流動と構造物への影響

3. 地盤の流動の発生のメカニズムと解析法(その2)
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3.5 流動を考慮した解析法

この節では，これまでに示した流動のメカニズムに沿

って，流動時の地盤の挙動を予測する方法を示す。予測

法には，過去の被害事例等より求められた経験的な式を

用いる方法とコンヒ。ューターを用いる解析がある。後者

では，主として有限要素法が用いられる。

解析を行うには，材料特性を把握し，モデル化する必

要がある。流動には，緩傾斜タイプと，護岸の移動に伴

って生じる側方解放タイプの二つがあるが，両者は境界

条件などが異なるための分類である。つまり，流動する

砂の材料特性に差があるわけではない。

材料特性のモデルを考える。図-3.12に流動時の応力

一ひずみ関係を地震前の応力一ひずみ関係と比較して模

式的に示す。固体としてとらえると，流動時の応力ひ

ずみ関係は，非常に剛性が小さい部分と剛性が急激に回

復する部分に分けられる。これに対して，液体ととらえ

る考え方では，図-3.12に一点鎖線で示したように，剛

性が0の部分と剛性が回復する部分に分けられる

(3.3.3項参照)。図-3.12は，模式図なので流動時の応

力一ひずみ関係の最初の部分はかなり大きい剛性を持つ

ように図示されているが，図-3.4に見られるように実

際の値は非常に小さく，応力一ひずみ関係として見れば，

両者の違いはほとんどない。

前項で，流動は土の骨格構造が崩れて液体状に挙動す

る現象と骨格が再構築され固体状に挙動する現象が繰り

返されて変形が進むと考えればわかりやすいと述べた。

すると変形が進む聞は，粘性の大きい液体のように見え

る。液体としてのモデル化はこの変形の進む状態に着目

する方法である。ところが，流動が止まると地盤はせん
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図-3.12地震前と流動時の応力ひずみ関係
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断抵抗を示すようになる。固体としてとらえる考え方で

は，変形が止まる状態に着目し，残留変形を求めようと

する考え方である。

本講座では，地表の勾配が非常に緩やかなど，地震前

に地盤に作用しているLせん断応力が非常に小さい場合に

生じる大きな流動変形を扱っている。したがって，図-

3.12に示されるように変形が大きくなり，剛性が回復す

る領域に至ると変形は止まる。この状態に至れば，明り

ように固体として挙動するので，二つのとらえ方の違い

は，剛性が回復する前の間だけである。それぞれのとら

え方に基づく解析には，以下に示すようにそれぞれ，長

所と短所があるので，解析で何を求めたいかによって使

い分けることも必要であろう。

なお，図-3.12に示すように，地震前と流動時では応

力一ひずみ関係が大きく異なっているが，本講座ではい

つ，どのように応力一ひずみ関係が変わっていくかにつ

いては論じていない。文献33)などを参照すれば，変化

は載荷に伴い徐々に起こっていると考えられる。このほ

か，有効拘束圧が0の所で大きなひずみが生じるとい

う報告もある34)が，有効応力がOになるまでに非常に

多くの繰返し載荷を要しており，本講座で対象とする流

動の問題とは異なると考えられる。

3.5.1 固体ととらえる考え方に対する解法

ここでは，固体としてとらえたときの応力一ひずみ関

係のモデル化と，それを用いた有限要素法解析を述べる。

(1) 流動時の応力一ひずみ関係モデル

流動時には，数十%以上のひずみが発生する。また，

緩傾斜タイプに対する実験で示されたように，流動方向

と直交する方向に加振しても流動が発生する。液状化解

析に用いられる既往の構成員。で，このような特性を表現

することは簡単ではない。また，仮にそのような構成則

があったとしても，それを使うためには，地震前の状態

から，液状化，流動に至る過程を順番に解析しないと最

終変形状態を得ることができない。流動は非常に広範囲

で生じるので，解析のためには広範囲な領域のモデル化

が必要である。さらに，液状化解析では応力一ひずみ関

係のパラメーターの決定や，計算量が膨大であるなどの

困難もある。したがって，現行ではこのような方法は実

用的とはいえない。流動時の応力一ひずみ関係に着目し

て残留変位を求める方が実用的である。
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図-3.4に示した応力一ひずみ関係を見れば，図-

3.12に示すようにパイリニアモデルで表すのは，一つの

自然な方法であろう35)。パイリニアモデルでは，限界

ひずみの大きさと二つの直線の勾配を与えればモデルが

決定できるが，剛性が急に大きくなると，変形は止まる

ので，第二の勾配は変位の予測にはあまり重要ではない。

ここでは，安田らの考え36)に従ってせん断剛性の求

め方を示す。図-3.12のパイリニアモデルの第一勾配は

材料によって，また，載荷の程度によって異なる。図-

3.13は，これを初期剛性に対する比(剛性低下率)とし

て整理している。剛性低下率は，FLが小さくなると，急

激に小さくなる。また，細粒分が多くなると剛性低下率

も大きくなる。

図-3.13では比しか与えられていないが，実際に計算

結果で用いるのは第一勾配の値である。したがって，図

-3. 13を使って流動時のせん断剛性を求める際には，図

-3.13を求めたのと同じ初期剛性を使ってせん断剛性を

求める必要がある。初期剛性の求め方にはいろいろな考

えもあるが，勝手にとってはいけないということである。

図では動的変形特性試験におけるひずみ振幅y=10-3

に対応するせん断剛性Go.iを用いた場合と ，E= 

28N(kgf/cm2) (=2 744N kN/cm2) の関係を用いN

値から計算したヤング係数Eに基づいて決めたせん断

剛性GNを用いた曲線が示されている。

応力一ひずみ関係を一つの式で表す試みもある。吉田

ら37)は，図-3.5に示した体積変化特性を

σ'm e".!c-l 
・・・(2)σ'mO-e..../c-1 

で表しせん断剛性を求め図-3.4の結果を表している。

ここで， εvOは過剰間隙水圧が消散したときの体積ひず

みで，例えば文献38)の提案で用いられているようにFL

の関数として決めることができる。また，u'慨は有効拘

束圧， σ'問。は初期有効拘束圧， Cはパラメーターであ
る。

せん断剛性をOとする考えもある39)。しかし，完全

に0にすると，通常の有限要素法解析は使うことがで

きくなるので，特別な方法を考える必要が出てくる。
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(2) 有限要素法解法

応力一ひずみ関係をモデル化し，外力を与えれば，有

限要素法を用いて変形を求めることができる。メカニズ

ムのところで説明したように，外力は自重であるが，側

方解放タイプの流動では，ケーソンの慣性力を考慮する

こともある。自重を外力とする，いわゆる自重解析は，

地震応答解析に先立ち地盤の初期応力を求める目的では

よく行われる。この場合には変形は興味の対象ではない。

一方，流動の問題では，地震前には地盤にせん断応力が

作用しており，応力一ひずみ関係の変化によって変形が

どれだけ増加するかということに着目しているので，考

え方として区別する必要がある。

図-3.12で，ある要素は地震前には図のA点の状態

にあるとし，これが応力一ひずみ関係の変化に伴い，図

のC点に移行する際の変形を求めるのが流動の問題で

ある。 Aの状態はいわゆる自重解析で求めることがで

きる。その後，流動解析に移行する。図に見られるよう

に地震前後の応力ひずみ関係は全く異なっているので，

流動解析では少し工夫が必要である。ここでは，二つの

方法を示す。

一つは，実際の挙動をなるべく追いかけるように，

A点からA→B→Cの経路で解析を行う方法である。こ

の方法では，まず，応力ひずみ関係を流動時の関係に

変える際に，変位(ひずみ)が発生しないように拘束す

る (A→Bの過程)。次に，変位(ひずみ)を拘束して

いた力(応力)を解放する (B→Cの過程)もので，応

力解放法と呼ぶ。 A→Bの過程でひずみが変わらないよ

うに拘束している節点力は次のように表される。

F=¥ BT[σ'A -UB(8A) JdV…………………(3) 
JV  

ここで，Bはひずみ変位マトリックス， σAは地震前

の応力， σBは地震前のひずみ 8Aに対する地震後の応力

一ひずみ関係による応力で，Vは要素の体積である。

もう一つは，流動時についても原点Oから出発した

自重解析を行い，得られた変位(図-3.12のYcに対応)

から地震前の応力一ひずみ関係を用いた自重解析で得ら

れた変位(図-3.12のYAに対応)を引いたものを流動

時の変位とする方法である。この方法を自重法と呼ぶ。

原理的には応力解放法の方が少し厳密であるが，計算結

果はほとんど変わらない。

これまで，せん断剛性についてのみ話をしてきたが，

有限要素法による解析では，もう一つの定数が必要であ

る。土質力学では体積弾性係数が用いられることが多い。

解析では，地震前の有効応力に基づく体積弾性係数を用

いる考えと，流動が非排水状態で起こるとして，水の剛

性も考えた見かけの体積弾性係数を用いる考えがあるが，

結果にはそれほど影響しない。

実際に流動を解析しようとすると，液状化した層以外

もモデル化をする必要がある。例えば液状化層上部の非

液状化層を見ると，流動が起こると多くの亀裂が入って

いる。この層をモデル化するのに，地震前の材料特性モ

デルが妥当とは考えにくい。安田らは，流動する部分以

土と基礎， 47-9 (500) 



外のモデル化や実務計算について，次のような目安を示

している。

・液状化層上部の非液状化層:事例の逆解析から，せん

断剛性は液状化層の10倍とする40)。

・ケーソン直下の支持地盤:有効応力地震応答解析例に

よれば，発生する過剰間隙水圧比は0.7~0.8で41)，パ

ラメータースタディ ~40)から，せん断剛性は液状化

層の10倍とする。

・ケーソンと背後地盤の境界はジョイント要素などを使

うことが勧められる。

・ケーソンの滑動と慣性力は場合によっては考慮する0

.背後地盤の影響範囲は十分広く取る。

有限要素法による解析でもう一つの注意事項は，変形

のロッキング、という現象である。流動層はせん断剛性が

非常に小さく，ポアソン比は0.5fこ近くなる。この場合，

多くのの有限要素解析で用いられる (4節点アイソパラ

メトリック要素に対する)2点ガウス積分を行うと，せ

ん断剛性が大きな要素剛性マトリックスが得られ，変位

を極度に過小評価するという問題がある。これを避ける

には，次数低減積分 (1点ガウス積分)と抗砂時計剛性

を用いた要素剛性マトリックスの使用42)が最む好まし

い。このような機能を持っていないプログラムでは，次

数低減積分のみを行い砂時計変形の発生を許容するか，

三角形要素を用いることを勧める43)。砂時計変形が発

生すると，個々の要素形状はかなり異常に見えるが，全

体的な変形は抗砂時計剛性を用いたときとほとんど同じ

である。

東畑ら44)は，流動化した砂はせん断剛性がOである

と考えた解析法を提案している。この場合，通常の有限

要素法は用いることはできない。そこで，地盤の水平方

向の変位は，深さ方向には正弦1/4波で表せるという

仮定と，体積変化は起こらないという仮定を導入した。

すると，ポテンシャルエネルギー最小の原理を用いるこ

とで支配方程式を作ることができる。深さ方向の変位分

布を仮定したので，未知数は地表面変位のみとなり，支

配方程式は非常に簡単になっている。せん断剛性は0

であるが，これも国体としてとらえた有限要素法の定式

化である。さらに，後に述べる液体としての扱いと異な

り，液状化層上部の非液状化層を考慮することも可能で

ある。この方法は，剛性をOとしていることから，サ

イトで発生する最大の変位を予測していることになる。

東畑らは，時間の経過に従って変形が進んでいくモデル

も提案している45)。

既往の解析事例を見ると，緩傾斜タイプの流動の解析

では，これまでに示したような流動時のみに着目した解

析が使われ，通常の有効応力に基づく地震応答解析は行

われていない。これに対して，側面解放タイプの流動で

は，特に1995年兵庫県南部地震でケーソンタイプの護

岸の移動とそれに伴う背後地盤の移動により多くの被害

を受けたのを契機として，多くの液状化解析が行われる

ようになった。その適用性に関しては，まだ，評価が固

まっているわけではない。例えば，地震時の地盤・土構

September， 1999 

講座

造物の流動性と永久変形に関するシンポジウム46)では，

ケーソンタイプと矢板タイプについて，一斉解析の結果

が紹介されているが，これらは，解析手法の精度を見る

ための良い参考となろう。

多くの解析結果を見ると，次のような特徴がある。

① ケーソンや護岸の移動量は，ある程度精度良く予

測できる。

②護岸が動いたときの背後地盤の影響範囲は，護岸

から50~70m 程度である。一方，地震被害からは

100~200 m程度が観測され，解析値はこれらより

小さい。

③ 置換砂の部分は液状化しないが，大きくせん断変

形し，ケーソンが前面に動く大きな要因となってい

る。

④ ケーソンの慣性力は，ケーソンの上部が下部より

大きく変位する(すなわち前面に向いて転倒する)

ように作用する。

⑤ 大きな揺れの後に小さな揺れが続いても変位は進

行する。また，過剰間隙水圧の排水を考慮すると，

非排水条件の解析より大きな変位が得られる47)。

3.5.2 液体ととらえる考え方に対する解法

流動する地盤を液体としたモデル化では，応力ひず

み関係の代わりに応力一ひずみ速度関係を用いる。国体

で弾性に相当するのはNewton(ニュートン)流体で粘

性係数は一定である。これに対して，非線形に相当する

のはBingham(ビンガム)流体で，せん断応力 Tはひ

ずみ速度の関数として次のように表される。

r=り+万一……一……-一…・………(4)

ここで， ηは降伏後の粘性係数，てfは降伏強度である。

図-3.7を見ると，液体としてとらえる場合にはBing旬

ham流体の方が現象とよくあっているように見える。

液体としてとらえる考え方の問題は，粘性係数の値を

一意的に決める式が提案されていないことである。 3.3

節で示したメカニズムに従うとすれば，不安定さのポテ

ンシャルをどのように消散しながら流動が進んでいるか

により粘性係数の値は異なる。振動台実験のように大き

な加速度を続けて作用させ液状化状態を維持させるよう

な実験では粘性係数の値は小さい。反対に，地震動の主

要動の後の小さな振動や，地震終了後の過剰間隙水圧の

消散に伴う浸透力の作用下における粘性係数はもっと大

きい。つまり，流動が起こっている時期や外乱の種類に

よっても粘性係数の値が異なることが考えられる。

このように，液体としてとらえる考え方に基づく場合，

最も基本となる粘性係数の値の設定にも困難があるが，

さらに，有限要素法などを用いて解析しようとすると，

これ以外にも，次に述べるような，いくつかの困難な事

がある。

液体としてとらえる考えで解析する際の最初の困難は，

解析コードである。既存の流体解析に関するコードでは，

Newton流体は扱うことができるが， Bingham流体を

考慮できるコードはほとんどない。

境界条件や解析領域についての問題もある。流動の間
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題では，地表面は変化するが，このような境界条件が変

化することが扱えないこともある。また，通常液状化層

の上には固体である非液状化層が存在するが，このよう

な変形する固体を扱うことはもっと困難である。ケーソ

ン式護岸で，下部の置換砂が変形し，これに伴いケーソ

ンが移動し，その結果背後地盤で流動が起きるという一

連の過程を流体解析に関する汎用の解析コードで解くこ

とはとてもできそうにない。

液体としてとらえる考えに基づく解析事例がないわけ

ではない。渦岡ら48)は，自由水面を表現することが可

能な汎用の流体解析コードを用いてBingham流体を考

慮する手法を示した。すなわち，汎用コードでは，

r=r(y …・…… … … ……・・…-…… … .• (5) 

を基礎式としているので，等価粘性係数η'を

Rr'ρ 
η=q+7ー…・・ ・・ ー・・・ ・・ (6)

と置き，その値を逐次更新することで，近似的にBing-

ham流体を表現できる。ここで，Rrは残留強度比， ρ

は水圧である。

この方法を，振動台で，土槽を加振し液状化させた後

傾斜させ流動を起こさせた実験をシミュレートし，傾斜

開始後に流動速度が急激に大きくなり，その後収束する

傾向が表現できたこと，地盤が水平にならずに流動が止

まること等の結果が得られた48)。時間的な経緯が考察

できるのは液体にモデル化した成果の一つである。また，

Newton流体と比べてみると流動の継続時聞が実験に近

い， Newton流体では地表が水平になるがBingham流

体では傾斜して流動が止まるなどの優位点があることも

わかった。しかし，一方では，残留傾斜角は実験とは差

があるし，実験に見られるような，流動の始点と終点で

地表面が水平になる部分があるという現象も表現できて

いない。これは，ひずみがある程度大きくなると固体に

戻るという現象が考慮できないためと考えられる。

このように，液体としてとらえる考え方に基づく解析

は，現状では実用的とは言い難い。しかし，固体として

とらえる方法が，最終状態の地盤の変位を求めることを

目的としているのに対し液体としてとらえる方法では，

流動の過程を含めてとらえることができることから，今

後の研究が待たれる分野といえる。

3.5.3 経験的手法

演回らは，緩傾斜タイプの流動に関する事例のうち，

流動の始点と終点が明りょうで，構造物の影響を受けて

いなくて，均質な砂層を選び直し，次式を提案した13)。

1500れ H
D=一苛ー……・…………………一(7)

ここで，eは地表面勾配，Nは液状化層の平均補正N
f直である。
このほか， BartletとYOUd49) (パートレット・ヤウ

ド)は，緩傾斜タイプと側方解放タイプの二つについて

経験式を提案した。この式は，地震のマグニチュード，

震央距離，液状化層厚，地表面勾配，護岸からの距離，

細粒分含有率，平均粒径など非常に多くのパラメーター
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を用いて，重相関関係を仮定して求めたものである。し

かし，各パラメーターの独立性に関しての議論は行われ

ていない。

これらの経験式は，地表の変位を与えるもので，地中

の変位分布は分からない。また，多くの事例に対して倍

.半分の範囲でばらついている13)，問。

井合ら51)は，過去の被害を基に，護岸の構造形式，

地盤条件ごとに護岸の移動量をまとめた。これに，護岸

の動きに伴う背後地盤の影響範囲，護岸からの距離減衰

に関する経験則を組み合わせれば，背後地盤の移動量を

求めることができる。この方法については， 5章で示す。

3.5.4 精造物への影響

流動が発生すると，地中構造物は大きな変形を受ける。

また，地表の構造物も表層地盤の変状に伴い被害を受け

ることがある。個々の地表構造物に影響を与えるような

表層地盤の変状は，流動のみならず，液状化そのもの，

地盤の非線形挙動と破壊など，いろいろな要因が影響し

それらの定量的な予測，また，予測に必要な地盤構成や

地盤物性の評価も困難である。ここでは，地中構造物に

限定して，構造物への影響を考える。例えば，ケーソン

護岸も構造物ではあるが，その変位は流動の結果生じる

被害ではないので，ここでは考えない。

地中構造物には，杭のように鉛直に長い構造物，埋設

管のような地中線状構造物，地下室などがある。これま

で，流動時地盤の変位を求める方法をいろいろ示したが，

これらと同じ考え方によって，構造物を含む系を解くこ

とができれば，特に構造物のための解析の必要はない。

しかし，これまでにも述べてきたように，それぞれの解

析手法は，構造物を考慮した解析を行えるほど完成して

いるとは言い難い。例えば，国体としての考え方では，

杭の間を土がすり抜けたりする現象は表現できない。現

在提案されている方法は，地盤の変位を求めるという目

的で提案されているもので，地中構造物の挙動まで考慮

できるわけではない。液体としての考え方では，最も基

本となる粘性係数の値の決め方も確立していない。さら

に，非液状化層や構造物の存在を考慮することも困難で

ある。したがって，現状では，まず，構造物のない地盤

の挙動を求め，これを基に，構造物に作用する外力を求

めるという方法が合理的と考えられる。

杭に作用する外力を評価する際には，流動が地震時に

発生しているのか，地震後(主要動後)に発生している

のかというのは重要な要因である。つまり，地震時に流

動が起こるとすれば，両方の要因を同時に考慮しなけれ

ばならないからである。これに対して，地震後に発生す

るとすれば，上部構造の慣性力により杭に作用する力は

考慮しなくてむ良いからである。設計指針では主に後者

の立場をとり，上部構造物の慣性力による影響とは別に

杭に作用する力を求めているものが多い。

杭には，支持杭と摩擦杭がある。支持杭では，杭先端

が非液状化層に固定されている。また，杭頭は通常非液

状化層にある。このように杭の上下が非液状化層中にあ

る場合には，流動時の杭の変形の多くは，上下の非液状

土と基礎， 47-9 (500) 



化層の相対変位により発生し，流動層の特性の影響は相

対的に小さい。杭頭が液状化層中にあるときでも杭頭が

基礎と固定されていれば，非液状化層にあるのと同じよ

うに扱うことができる。これに対Lで，摩擦杭のように

一方が支持されていないときには，流動層の特性が杭の

変形に大きく反映される。

杭の解析には応答変位法が良く用いられる。例えば，

首都高速道路公団52)では地盤ばねの剛性を，流動層で

は1/100，上部の非液状化層では1/10として杭応力を

求めている。この際，杭の根入れ部での剛性低下は考え

ない。この方法は，固体としてとらえる考え方と同じ考

えである。

ほかの事例もある。簡易なものでは，流動化層の変位

分布を正弦1/4波に仮定している53)。このほかにも多

くの事例があるが，ばね定数は，事例によりいろいろに

設定され，統一されていない。

流動する地盤を液体と考えれば，流動圧が問題となる。

液状化層中で物体を動かし，その抵抗から見かけの粘性

係数を求める実験は既に示した(例えば図-3.7)。これ

に対して，液体を仮定して，地盤中の構造物に作用する

流動圧を求めた事例もある54)。

流動による地盤の変位は非常に大きい。したがって，

地中構造物に作用する最大の外力を用い構造物を設計す

る事は可能であろう。非液状化層が固体として挙動する

ことは疑いないので，その最大の外力は受働土圧となる。

残りは流動化層で作用する外力である。道路橋示方書

(1996)では，兵庫県南部地震で被害を受けた高速道路

杭の被害の逆解析から，流動層に作用する外力を求め，

これを流動力として常時の受働土庄の30%に液状化指

数PLに対する補正係数を考慮する形で設定している。

埋設管でも，基本的な考え方は杭と同じであるが，杭

と異なり，特定地点の変位ではなく，平面的な変位分布

が必要である。これについては， 5章を参照されたい。

3.5.5 まとめ

この節では，流動に伴う現象の解析法を紹介した。固

体，液体のそれぞれのとらえ方に対して異なる解析法が

ある。固体ととらえた場合の簡易な解析法では，既往の

有限要素法プログラムを用いて，ないしは少し改良を加

えるだけで使えるものもある。これに対して液体として

のメカニズムでは基本的な定数設定，解析プログラムの

問題などもあり，現状では実用レベlレには至っていない。

現在の手法では，地盤と杭などの構造物を同時に解析

することは難しい事もある。地盤の変位を算出し，それ

を基に杭に作用する外力を算定するのが実用的といえる。

地盤の流動変位は，これまで設計に用いられてきた地

盤の変位と比べれば格段に大きい。このような大きな変

位をどの程度の精度で予測すれば良いのかという設計的

な問題は今後の課題として残っている。現状では，解析

の精度はおおよそ倍・半分の範囲と考えられる。例えば，

地盤が 1m動くのと， 2m動くのとで，設計上どの程

度の違いが発生するのかといった実務からの議論や検討

も今後必要と考えられる。
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